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創業支援事業計画について







３．創業支援事業計画の概要   

３ 

○創業支援事業計画の策定について 

 

 

 

 

 

○創業支援セミナー兼創業カフェ事業について 

 

の知識がすべて習得できる継続的な支援事業 

 

創業メリット（すべての知識を習得した者に対し、証明書を発行します。） 

①国の登録免許税の軽減（資本金：0.7％→0.35％） 

②信用保証 

・信用保証協会の創業関連保証枠を 1,000 万円から 1,500 万円に拡充。 

・創業２か月前から実施される創業関連保証を具体的な計画があれば６か月前に前倒し。 

③日本政策金融公庫 

・創業前または創業後税務申告を２期終えていない事業者に対する融資制度である新創業支援融資制度について、自己資

金要件等の撤廃。 

 

認定日 平成２８年１２月２６日 

実施期間 平成２９年４月１日～平成３２年３月３１日（３年間） 

◆経営  ◆財務  ◆人材育成  ◆販路開拓 


